
令和 3 年 3 月 31 日 現在

年 11 月 1 日
(移行年月日) 年 4 月 1 )
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8 0 0 0 0 8 0 0 0 0 8 0 0 0 0 8 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0 8 0 0 0 8 0 0 0 8 0

12 0 1 0 1 13 0 1 0 1 13 0 1 0 1 12 0 1 0 1 △1 

2 0 1 1 2 0 1 1 2 0 1 1 2 1 1 0

10 0 0 0 11 0 0 0 11 0 0 0 10 △1 

49 7 6 15 2 57 6 6 16 2 52 7 6 13 2 48 7 6 13 2 △4 

35 7 6 15 2 34 6 6 16 2 31 7 6 13 2 31 7 6 13 2 0

14 0 0 23 0 0 21 0 0 17 0 0 △4 

常勤職員 12 0 0 20 0 0 18 0 0 17 △1 

非常勤職員 2 0 0 3 0 0 3 0 0 0 △3 

6 15 2 6 16 2 6 13 2 6 13 2

3 3 2

※役員・職員の兼務等特記事項については、プロパー、県職員の別を明記してください。

事業縮小に伴う臨
時事務員及び非正
規職員の減員によ
る。

平成29年度 令和元年度

県退職後2年内雇用OB

令和３年度県出資法人経営評価検証シート（令和２年度事業分）

１　法人の概要

設立の経緯
及び経過

主な事業内容

経済労働部 産業創出課所管部(局)課

34.5

19.8

6.4

昭和61年11月  (財)愛媛テクノポリス財団設立
平成9年4月 (財)愛媛県技術開発振興財団と統合し(財)愛媛県産業技術振興財団へ名称変更
平成13年４月 (財)愛媛県中小企業振興公社と(財)愛媛県産業情報センターとを統合。
　　　　　　　　　現行の名称に変更。
平成24年４月 公益財団法人へ移行

出資者名 出資額（千円） 出資比率（％）

愛媛県

（財）愛媛県技術開発振興財団①

（財）愛媛県産業情報センター②

県内金融機関

法人名

理事長  大塚  岩男 ホームページＵＲＬ

松山市久米窪田町337番地1 電話番号 089-960-1100

設立年月日 昭和61

令和2年度
　　　　　　年度

　区分

常勤

非常勤

役員・職員の兼
務等特記事項

評議員

理事等

常勤

非常勤

正規職員（県職員(派遣)）のうち１名及び正規職員（県職員ＯＢ）のうち１名は、常勤役員兼務

増減
左記の増減

理由

（単位：人）

代表者名

平成30年度

正規職員

http://www.ehime-iinet.or.jp/

所 在 地

6整理番号

公益財団法人えひめ産業振興財団

管理受託施設
（指定管理者施設を含む）

  テクノプラザ愛媛

・新事業の創出を促進するための総合的な支援
・企業が高度技術を利用して起業化を推進することに対する支援
・創造的な事業活動を行う中小企業を創出するための支援
・情報の収集、加工、創出及び提供
・情報の活用に関する啓発、情報の管理及び創出に関する研究
開発その他中小企業等の情報化の促進
・地域経済の動向及び中小企業の振興に関する調査研究
・下請取引に関する情報の収集及び提供並びに苦情又は紛争の
処理
・中小企業の経営資源の確保の支援
・テクノプラザ愛媛の管理運営

職員

非正規職員

県関係職員の実数

設立目的
　 地域産業の技術高度化及び新事業創出の支援を行うとともに、県内中小企業等の情報
化、経営基盤の強化、経営革新、設備の導入等を促進し、もって本県経済の発展に資するこ
とを目的としています。

31.5640,000

700,000

401,000

130,000

基本金・資本金等 2,029,337 千円
(平成24

主な出資者

任期中の理事１名
の退任による。
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 6

３　実施事業評価表 (単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

410,483 449,087 423,074 343,083 475,506 38.6

69.98 73.30 67.20 60.09 55.18

事業
開始年度 377,688 389,414 376,148 340,953 471,475 38.3

事業
終了年度 67.28 69.37 63.85 59.08 55.15

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

85.1 81.9 98.9 75.9 92.6 22.0

2,597 2,842 3,068 3,011 3,326 10.5

(単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

28,373 13,713 52,228 40,025 68,511 71.2

4.84 2.24 8.30 7.01 7.95

事業
開始年度 28,148 12,791 52,167 40,034 68,671 71.5

事業
終了年度 5.01 2.28 8.86 6.94 8.03

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

93.9 100.0 98.8 100 94.4 △5.6 

-

(単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

14,556 13,741 12,845 10,798 11,429 5.8

2.48 2.24 2.04 1.89 1.33

事業
開始年度 14,339 13,727 13,140 10,935 11,732 7.3

事業
終了年度 2.48 2.24 2.04 1.89 1.33

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

101 94 119 141 95 △32.6 

-

指標選定理由

全体事業に占める割合（％）

新規事業創出支援
事業

法人名　公益財団法人えひめ産業振興財団

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

新型コロナウイルス感染症対策に係
る受託事業等を行った為

新型コロナウイルス感染症対策に係
る受託事業等を行った為

中小企業者への支援に直接関係す
る為

支援の中核が相談対応の為

事業名２

事業名１

助成執行率（％）

指標項目（単位）

経常費用

成果指標

相談数（件）

区分

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

経常収益

創業、県内中小企業等の新事業展開、経営基盤強化や経営革新等を支援し、新規事業の創出を図った。

全体事業に占める割合（％）
※予定、見込

みがある場合

区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

産業技術高度化支
援事業

経常費用
研究開発支援事業における設備導
入の補助が増加した為

全体事業に占める割合（％）

経常収益
研究開発支援事業における設備導
入の補助が増加した為

全体事業に占める割合（％）

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

助成執行率（％）
研究機関等への支援に直接関係す
る為

※予定、見込

みがある場合

経常費用

全体事業に占める割合（％）

経常収益

県内中小企業等のＩＴ利活用や人材育成を支援し、情報化の促進を図った。

県内中小企業等や学術研究機関の研究開発を支援し、県内産業の技術の高度化を図った。

※予定、見込

みがある場合
全体事業に占める割合（％）

成果指標

指標項目（単位） 指標選定理由

研修参加人数（人） 情報促進に直接関係する為

事業名３ 区分 増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

情報化促進支援事
業
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(単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

127,444 128,381 123,655 164,303 275,860 67.9

21.73 20.95 19.64 28.78 32.01

事業
開始年度 139,198 144,299 133,796 173,742 288,595 66.1

事業
終了年度 24.80 25.70 22.71 30.11 33.76

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

42,590 41,814 40,796 37,418 24,079 △35.6 

36,430 35,523 30,593 32,419 28,205 △13.0 

(単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

5,751 7,757 17,775 12,706 30,506 140.1

0.98 1.27 2.82 2.23 3.54

事業
開始年度 1,958 1,143 13,860 11,416 14,416 26.3

事業
終了年度 0.35 0.20 2.35 1.98 1.69

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

5,872 5,832 3,939 7,855 11,803 50.3

-

(単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
増減率

(前年度比)

0 0 0 0 -

事業
開始年度 -

事業
終了年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
増減率

(前年度比)

-

-

区分

経常収益

指標選定理由

経常収益

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

区分

新型コロナウイルス感染症対策に係
る修繕等が増加した為

指標選定理由

貸館事業であり利用者数の成果を選
定

新規貸付に係る貸倒引当金が新たに
発生した為

有価証券による基金運用の開始によ
る運用利金の増加の為

全体事業に占める割合（％）

経常費用

未収金の回収状況

経常収益

経常費用

全体事業に占める割合（％）

未収金回収額（千円）

指標項目（単位）

県内中小企業等の設備導入に係る貸与、貸付に伴う回収事業等を行った。

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

新型コロナウイルス感染症対策に係
る修繕等が増加した為

貸館事業であり利用料収入の成果を
選定

テクノプラザ愛媛本館及び別館の指定管理者の指定を受け、両施設を円滑に管理維持できた。

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

全体事業に占める割合（％）

その他の事業

事業名５

全体事業に占める割合（％）

全体事業に占める割合（％）

指標項目（単位）

経常費用

成果指標

区分

利用料収入（千円）

利用者数（人）

事業名４

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

成果指標

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

※予定、見込

みがある場合

※予定、見込

みがある場合

事業内容
（事業の目的、期待される
効果、これまでの成果等）

事業名５

収益事業（テクノプ
ラザ愛媛管理運営）

※予定、見込

みがある場合

指標項目（単位） 指標選定理由

全体事業に占める割合（％）

成果指標
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 6

４　財務状況 （単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減率
(前年度比)

581,273 571,974 604,112 591,536 869,438 47.0

うち公益目的 424,769 415,755 445,532 395,459 555,495 40.5

14,782 10,521 10,472 10,466 10,418 △0.5 

うち公益目的 0 0 0 0 0 -

39,465 37,377 33,140 34,285 29,268 △14.6 

うち公益目的 645 780 1,028 825 245 △70.3 

299,300 321,984 404,444 468,362 779,458 66.4

うち公益目的 197,147 213,697 289,938 327,494 519,388 58.6

624,018 648,994 670,498 610,725 898,223 47.1

うち公益目的 472,690 497,025 511,178 418,975 578,032 38.0

605,884 633,163 652,608 595,990 884,398 48.4

うち公益目的 472,690 497,026 511,178 418,975 578,032 38.0

18,134 15,831 17,891 14,736 13,825 △6.2 

うち公益目的 0 0 0 0 0 -

-42,745 -77,020 -66,386 -19,189 -28,785 △50.0 

148 0 -314 -2,060 -5,203 △152.6 

-479,982 -76,588 -66,270 -20,818 -33,558 △61.2 

15,329,732 15,822,139 22,090,515 19,493,575 19,609,991 0.6

647,141 560,977 2,130,486 2,053,956 2,032,007 △1.1 

14,682,591 15,261,162 19,960,029 17,439,619 17,577,984 0.8

1,020,550 1,020,746 1,020,942 1,021,138 1,021,334 0.0

12,954,893 13,523,888 19,858,534 17,282,412 17,432,386 0.9

4,344,005 6,337,239 2,816,834 261,546 1,920,270 634.2

うち短期借入金 4,064,539 6,114,936 2,676,128 147,900 165,000 11.6

8,610,888 7,186,649 17,041,700 17,020,865 15,512,116 △8.9 

8,500,000 7,072,000 16,942,000 16,942,000 15,440,000 △8.9 

2,374,839 2,298,251 2,231,981 2,211,163 2,177,605 △1.5 

1,981,511 1,981,941 1,982,372 1,982,802 1,983,233 0.0

393,329 316,309 249,609 228,360 194,372 △14.9 

15,329,732 15,822,139 22,090,515 19,493,575 19,609,991 0.6

【人件費内訳】 （単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減率
(前年度比)

0 0 0 0 0 -

133,154 103,781 125,706 137,981 139,293 1.0

11,313 8,371 7,173 6,579 5,747 △12.6 

144,467 112,152 132,879 144,559 145,040 0.3

144,467 112,152 132,879 144,559 145,040 0.3

経常収益計

区　　　　　分

役員人件費

うち事業費分

うち管理費分

小　　　計

合　　　　計

区　　　　　分

うち受取補助金等(委託料・

うち基本財産運用益

うち事業収益

【

正
味
財
産
増
減
計
算
書

】

増減理由
（個々の項目で前年度10％前後の増減及び

当該年度特有の事情による増減があった場合に記入）

基金事業終了に伴う事業剰余金返還によ
る。

設備資金貸付金原資資金の一年内返済
予定の振替のため。

固定負債

指定正味財産

負担金含む）

うち事業費

うち管理費

経常費用計

当期経常増減額

流動負債

流動資産

固定資産

うち基本財産

職員人件費

一般正味財産

【

貸
借
対
照
表

】

当期経常外増減額

当期正味財産増減額

資産

負債

正味財産

うち長期借入金

負債・正味財産合計

コロナウイルス感染症対策事業等の経費
支出の増加による。

法人名　公益財団法人えひめ産業振興財団

コロナウイルス感染症対策事業の受託料
等の増加による。

コロナウイルス感染症対策事業等の経費
支出の増加による。

コロナ禍における貸施設利用料の減少に
よる。

研修受講料の減少による。

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

一部事業経費への転換による。
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【県の財政的関与】 (単位：千円、％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減率
(前年度比)

0 0 0 0 0 -

63,615 62,888 64,096 98,933 102,881 4.0

163,521 190,612 172,853 195,319 486,222 148.9

101,690 107,710 102,091 140,291 259,580 85.0

57,290 71,025 58,706 63,952 70,063 9.6

0 343,000 6,662,500 0 0 -

　県　支　出　金　計 227,136 596,500 6,899,449 294,252 589,103 100.2

10,615,000 10,758,000 17,120,500 15,005,500 15,005,500 0.0

0 0 0 0 0 -

【県の財政的関与の内訳】　(R２年度） (単位：千円）

金額

43,928

14,908

1,252

490

34,861

5,000

2,443

委託料 259,580

8,730

3,844

7,956

3,892

13,364

188,856

3,200,000

4,800,000

343,000

2,500

300,000

6,360,000

【財務関係指標】 (単位：％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 増減

39.1 44.3 39.2 49.7 67.8 18.0

35.0 27.8 34.0 32.7 14.4 △18.3 

23.2 17.3 19.8 23.7 16.1 △7.5 

2.9 2.4 2.7 2.4 1.5 △0.9 

15.5 14.5 10.1 11.3 11.1 △0.2 

-

14.9 8.9 75.6 785.3 105.8 △679.5 

82.0 83.3 88.8 87.7 79.6 △8.1 

75.7 76.6 76.2 68.6 64.4 △4.2 

貸付金

愛媛県小規模企業者等設備資金貸付事業に要する経費の補助(H12年度～)

愛媛グローカルビジネス創出支援事業費に要する経費の補助(R1年度～）

テクノプラザ愛媛管理等に係る委託料(H3年度～)

中小企業支援センターネットワークシステム管理運営に係る委託料(H3年度～)

補助金

地域中小企業応援ファンド事業資金(H19.1120～R9.11.18)

損失補償

愛媛県中小企業高度化資金貸付金

愛媛県小規模企業者等設備資金貸付事業費補助
金

６次産業化活動支援事業委託料

農商工連携ビジネスネットワーク運営・交流事業

新型コロナウイルス感染症対策特別支援員設置
事業
新型コロナウイルス感染症対策えひめ版協力金交
付事業

-

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業委託料

愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金

中小企業支援センターネットワークシステム管理
運営委託料

愛媛グローカルビジネス加速化支援事業費補助
金

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業に係る委託料(H27年度～)

地域中小企業応援ファンド事業資金(H21.2.20～R11.2.18)

地域中小企業応援ファンド事業資金(H29.11.20～R9.11.18)

地域中小企業応援ファンド事業資金(H31.2.19～R11.2.18)

地域中小企業応援ファンド事業資金(H31.2.20～R11.2.18)

被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業資金(H31.3.8～R23.3.8)

指標計算式

県からの補助金等（補助金・負担金・委託
金）÷経常収益計×100

県からの受託事業の外部委託費÷県から
の受託事業費×100

県財政支出依存度

県受託事業の再委託度

補　助　金

委　託　料

うち指定管理委託料

名称

-

愛媛県創業・経営基盤強化総合支援事業費補助
金

愛媛県下請企業振興事業費補助金

農商工連携新商品開発事業費補助金

テクノプラザ愛媛管理等委託料

貸付残高(期末)

損失補償に係る債務負担残高（期末）

高度ＩＴ人材創出育成事業費補助金

うち再委託額

負　担　金

区　　　　　分

貸　付　額

区分

負担金

公益目的事業比率

人件費比率

管理費比率

（長期借入金＋短期借入金）÷資産×100

（公益目的事業費）÷（公益目的事業費＋
収益事業等の費用＋管理費）×100

自己資本比率（会社法人及び公社）

（流動資産÷流動負債）×100

純資産÷（負債＋純資産）×100

人件費÷経常費用計×100

管理費÷経常費用計×100

正味財産÷（負債＋正味財産）×100

区　　　　　分

正味財産比率（会社法人及び公社以外）

流動比率

借入金依存率

増減理由
（前年度10％以上の増減があった場合）

コロナウイルス感染症対策事業等の経費
支出の増加による。

高度ＩＴ人材創出育成事業に要する経費の補助(H6年度～)

愛媛グローカルビジネス加速化支援事業費に要する経費の補助(R2年度～）

農商工連携新商品開発事業費に要する経費の補助(R2年度～）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　左記の内容
※それぞれの始期を（終期が決まっている場合は終期も）記載すること。単年度のみの負担金等は、その旨を記載。
※貸付金については、貸付期間も記載すること。

愛媛県創業・経営基盤強化総合支援事業費に要する経費の補助(H11年度～)

愛媛県下請企業振興事業に要する経費の補助(S52年度～)

６次産業化活動支援事業に係る委託料(H26年度～)

農商工連携ビジネスネットワーク運営・交流事業に係る委託料(R2年度～)

新型コロナウイルス感染症対策特別支援員設置事業に係る委託料(R2年度)

新型コロナウイルス感染症対策えひめ版協力金交付事業に係る委託料(R2年度)
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県出資法人経営評価検証シート（公益法人用） 番号 6

５　法人の現状及び過去の評価結果

６　令和元年から令和４年における２次評価内容

法人の現状

県出資法人改革プランに
基づく最終点検評価結果

（平成22年度総評）

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成23～25年事業総括）

令和元年

県出資法人経営評価指針
に基づく経営評価結果

（平成26～29年事業総括）

①30年度の財務状況は、当期経常増減額が、29年度の -77,020千円から -66,386千円と
＊４期連続で赤字が続いており、一般正味財産も29年度と比べて66,700千円減少した。
＊これは、「地域中小企業応援ファンド基金事業」において、過去の運用益（繰越金）を活
＊用するため、単年度の利息収入を超える規模で事業に取り組んでいることが要因であ
＊るが、この影響を除いたとしても、30年度は約２千万円の赤字となっており、中長期の視
＊点で経営体質の改善に向けた検討を進めること。
②利用料収入の大半を占めるインキュベートルームについては、専門家による無料の経
＊営相談が出来るといったメリットを積極的にＰＲするなど、稼働率向上に向けた取組を強
＊化すること。
③創業や新事業展開の更なる促進のため、女性創業サロン、チームえびす等の案内チラ
＊シを作成するなど、積極的に事業のＰＲを行っていることは評価できる。引き続き、ホー
＊ムページやＳＮＳ、マスコミなどを活用した効果的な情報発信に努め、各種事業への参
＊加者や施設利用者の更なる拡大を図ること。
＊なお、財務状況に関する情報の公開・提供（ホームページ・パンフレット等）に当たって
＊は、説明責任を果たすためにも、正確で分かりやすい表現に努めるほか、事業ごとの具
＊体的な状況（収支・成果）の記載にも努めること。

○　今後については、新たな創業希望者に対し、より多くのチャンスを提供するとともに、同
様の支援を行っている団体との連携・情報共有などの施策にも、より一層積極的に取り組
まれたい。
○　28年度中に債券満期を迎える財産を有しており、今後は超低金利下での運用が見込
まれることから、低下する運用益を補てんできるよう、収益事業の強化を図るなど適切な資
金調達に努めること。
○　各種研修にプロパー職員を参加させるなど人材育成に努めるとともに、県の人的関与
は、事業内容に応じて必要最小限となるよう兼務職員を２名減としたところであるが、引き
続き、県派遣職員等の適正化に努め、その必要性について県民の理解を得られるよう、よ
り丁寧な説明や情報開示に努めること。

法人名　公益財団法人えひめ産業振興財団

　県内産業の総合的な支援機関として、新事業の創出や産業技術の高度化、企業の経営
革新、経営基盤の強化など地域産業のニーズに即応した各種事業を実施している。
　また、引き続き令和元年度から５年間指定管理者となり、テクノプラザ愛媛の管理運営を
行っている。
　県の補助金、委託料が削減傾向にある中、国等からの競争的資金の獲得等外部資金の
導入など、安定的な経営基盤の確保に向けて努力している。

・　外部資金の積極的な導入等、自主財源の確保に努め、今後とも自律的・安定的な経営
基盤の確立に取り組んでいただきたい。
・　設備資金貸付、設備貸与事業及び機械類貸与事業の債権管理について、未収債権発
生防止と回収増に一層努めていただきたい。
・　県職員の派遣・兼務は必要最小限度に留め、当法人の自律的な運営を進めるためにプ
ロパー職員の育成等に十分配慮していただきたい。

○　評価期間を通じて、概ね黒字を計上し、安定した経営が図られており、今後も、外部資
金の積極的な活用や自主財源の確保に努め、自律的・安定的な経営に取り組んでいただ
きたい。
○　新公益法人体系への移行に伴い、役員数を減員するなど組織体制の見直しを図るとと
もに、勤務状況を勘案した査定昇給を導入し、組織及び給与面からの改善を進めているこ
とは評価できる。
○　県からの派遣職員数は減少しているものの、兼務職員は増加しており、法人の自律的
な運営の観点から、県職員の人的関与は必要最小限に留め、プロパー職員の確保・育成
に努めていただきたい。

6-6



７　県出資法人経営評価指針に基づく今後の課題と取組実績
　（１）出資法人の自主性・自立性の向上
　　　○組織体制の見直し、役職員数及び給与制度の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　　○経営基盤の充実強化、経営におけるＰＤＣＡサイクルの実践

令和２年

①元年度の財務状況は、当期経常増減額が、30年度の -66,386千円から -19,189千円と
＊赤字幅は縮小したものの、５期連続の赤字となり、一般正味財産も30年度と比べて
＊21,249千円減少した。赤字額が減少した要因は、「地域中小企業応援ファンド基金事業」
＊が大幅に縮小したことによるものであるが、依然として、一般正味財産の減少に歯止め
＊がかかっていないことから、中長期の視点で経営体質の改善に向けた検討を進めるこ
＊と。
②自律的な運営を進めるためのプロパー職員の人材育成や、効果的な業務運営を行うた
＊めの外部の専門人材の登用に取り組んだことは評価できる。引き続き、経営基盤の充
＊実強化に取り組むこと。
③各事業分野の収支状況を把握することで法人全体の経営分析につなげていくため、実
＊施事業評価表の記載は、事業報告書における中項目ごとに記載するよう検討すること。
④創業や新事業展開の更なる促進のため、女性創業サロン、チームえびす等の案内チラ
＊シの配布や、支援成果事例集の作成、ホームページによる広報など、積極的に事業や
＊支援成果のＰＲを行っていることは評価できる。引き続き、ホームページやＳＮＳ、マス
＊コミなどの様々な媒体を用いた情報発信により、財団の認知度向上や支援事業の周知
＊に努め、各種事業への参加者や施設利用者の更なる拡大を図ること。

・地域産業の発展に寄与するため、基金等の有利な運用に努めるとともに、国等の競争的
資金やその他の事業収入を積極的に獲得し、財団の運営基盤を強化する必要がある。
・指定管理者の指定を受けて取り組んでいる施設の管理運営は、財団の運営基盤の一翼
を担い公益目的事業を下支えしている重要な収益事業となっている。引き続き、効率的な
運営により経費削減に努めるとともに、施設の利用促進及び質の高いサービスの提供が
必要である。
・効率的・効果的な事業執行の観点から、関係団体との連携や協働を積極的に進める必要
がある。
・経営の透明化や外部の信頼性を高めるために、公認会計士等の専門家による外部監査
体制の整備を図る必要がある。
・経営計画等に沿った事業の確実な推進と事後の検証、評価を行い、その結果を経営に的
確に反映させるＰＤＣＡサイクルを実践する必要がある。

取り組むべき課題

・組織規模の適正を保ちつつ、役員の常勤化や経営感覚を有する人材の役員への登用を
図り、役員に対する訴訟等のリスクへの対処を行う必要がある。
・効率的な業務運営を行うために、機動的な組織運用に資する組織の大くくり化、外部人材
等の活用を図る必要がある。
・プロパー職員の経営感覚やコスト意識等の向上を図るため、各種研修、能力・業務重視
の人事・給与制度の導入、管理職登用など、プロパー職員の育成に向けて取り組む必要が
ある。

令和３年

取り組むべき課題

取
組
内
容

・当財団の職員構成は、令和３年３月末現在、２部６課体制で、常勤役員２名と常勤職員17
名（プロパー職員７名、県派遣職員５名、銀行出向職員３名、県OB職員２名）など31名で運
営している。
・専務理事と常務理事の２名を常勤化し、理事長に金融機関の役員を登用している。
・役員の訴訟リスクの軽減策として役員賠償責任保険に加入し、役員の職務環境の改善を
図った。
・各部門において、業務運営に必要な最低限の外部人材等を登用した。
・勤務状況を勘案した査定昇給を実施した。

・効果的な業務運営を行うため、事業承継支援の専門人材等を外部から積極的に追加登用した。

・効果的な業務運営を行うため、よろず支援拠点や事業承継支援の専門人材等を外部からさらに追加登用した。

令和４年
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共通

令和元年

令和２年

令和３年
令和４年

　（２）県の関与の適正化
　　　○財政的関与の見直し

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　○人的関与の見直し

共通

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

プロパー職員育成に係
る取組

取
組
内
容

・基本財産や基金の運用を比較的金利の高い長期国債にすることにより、経営財源の確
保を図った。
・指定管理事業においては、経費節減や省エネ対策を実施し、利用料収入の大半を占める
インキュベート・ルームの入居率を上げるため入居要件及び入居期間の見直し、新たに食
に関するインキュベート・ルームの設置や県外ＩＴ企業の誘致等により入居率アップを図り、
利用料金収入の増加につなげた。
・高度・専門的な経営課題に対応するために、商工会議所、商工会連合会、中小企業団体
中央会、関係支援機関、金融機関等でチームを作り、協働体制を整えた。
・会計監査人に監査法人を任用し、法定監査を受ける体制を整えた。

・プロパー職員が関連事業や財務に関する研修に参加するなど、自立的な運営のための
スキルアップを図った。

・プロパー職員が関連事業や財務に関する研修に参加するなど、自立的な運営のための
スキルアップを図った。

取り組むべき課題

・財団は、本県経済の発展に資することを目的として、地域産業の技術高度化及び新事業
創出の支援を行うとともに、中小企業等の情報化、経営基盤の強化、経営革新、設備の導
入等を促進するための事業を行っている公共的な団体であることから、その目的に沿った
確実な成果を期待されている。一方で、指定管理者制度の導入や、県財政構造改革の取
組みなどにより、県からの委託料・補助金が減少する傾向にある中、より自立的な財団運
営が必要となっている。

取
組
内
容

・県からの委託料・補助金が総体として減少傾向にある中、国の競争的資金等を積極的に
導入し、着実な成果を挙げるとともに、自立的な財政運営に取り組んだ。

昨年度に引き続き、大学等他機関と連携して、創業スクールやえひめベンチャー起業塾を
実施した。

全国中小企業振興機関協会や全国商工会連合会からの補助を受け、国や愛媛県以外の
外部資金の獲得を図った。

取り組むべき課題

・当財団は、本県経済の発展に資することを目的として、事業を行っている公共的な団体で
あることから、その目的に沿った確実な成果を期待されており、事業の内容に合わせて必
要最小限の範囲で県職員の派遣等が行われている。引き続き、業務の内容に合わせた必
要最小限の範囲で、県派遣職員等を効率的に配置して、事業の効率的･効果的な実施を
図ると同時に、財団の自立的な運営を進めるため、プロパー職員の人材育成に努める。

取
組
内
容

・業務の内容に合わせた必要最小限の範囲で県派遣職員の効率的な配置について検討
し、ピーク時に比べ、派遣職員を２名減とした。
・スキルアップや自主研修に関する要綱や規則を作成し、プロパー職員の人材育成の環境
を整えた。

令和元年

令和２年 関連事業や財務に関する研修に参加するなど、自立的な運営のためのス
キルアップを図った。

令和３年

令和４年

関連事業や財務に関する研修に参加するなど、自立的な運営のためのス
キルアップを図った。

※プロパー職員育成計画等を作成している場合は添付してください。
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　　○出資法人の活用

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　（３）法人情報等の積極的な開示等
　　○法人情報の公開

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

　　○認知度の向上

共通

令和元年

令和２年

令和３年

令和４年

８　令和３年度評価
　（１）１次評価

取り組むべき課題
・地域産業の高度化及び新事業創出の支援を行うとともに、県内中小企業等の情報化、
経営基盤の強化、経営革新、設備の導入等を促進し、もって本県経済の発展に資する。

取
組
内
容

県内外の関係機関とも連携し、適切に事業実施を進める。

平成３０年７月豪雨災害被災中小企業者等への設備整備資金貸付事業を実施した。

新型コロナウイルス感染症対策に係る各種支援事業を愛媛県等から受託し、地域に貢献
した。

取り組むべき課題
・財務諸表、役員の状況などについて財団ホームページに掲載して積極的な開示に努め、
業務及び財務等に関する資料を主たる事務所に備え置き、原則として一般の閲覧に供す
ることが義務づけられる。

取
組
内
容

・財務諸表、役員の状況などについて財団ホームページに掲載して積極的な開示に努め
た。また、県の制度に準じた情報公開制度を導入している。

・引き続き、閲覧のための関係資料の備え置きやホームページでの掲載を行った。

・引き続き、閲覧のための関係資料の備え置きやホームページでの掲載を行った。

法人による評価

  運用益や事業収益が減少する中、「よろず支援拠点」事業や事業承継事業などの受託事
業をさらに拡大するなど、経営基盤の充実・強化に努めてきた。また、引き続き、テクノプラ
ザ愛媛の利用促進や修繕の即時対応など適正な施設管理を図り、利用者サービスの質の
向上や利用料収入の増加に繋がるように努めた。
   さらに、自律的な運営を進めるため、各種研修にプロパー職員を参加させ人材育成に努
めるとともに、効果的な業務運営を行うため引き続き、専門人材を外部から積極的に登用
し、活用した。

※特に、産業振興や地域活性化への関与、貢献に当たる取組みや事業を記載してください。

取り組むべき課題
・中小企業に向けた財団の各種支援情報や、各種制度を積極的に収集、提供することによ
り、認知度の向上をさらに図る必要がある。

取
組
内
容

・中小企業に対する財団の各種支援情報や財団が把握している各種制度等を提供するこ
とにより、財団の認知度の向上を図った。

・引き続き、財団ホームページやメルマガ等で、財団の各種情報を発信とともに、経営相談
拠点の案内チラシを配布した。
・引き続き、財団ホームページやメルマガ等で、財団の各種情報を発信とともに、経営相談
拠点の案内チラシを配布した。
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　（２）２次評価

法人所管課による評価

　当法人は、企業の技術の高度化及び新たな事業の創出支援等を目的とした県有施設で
あるテクノプラザ愛媛の指定管理者として、利用者サービスの向上に努めるとともに、中核
的支援機関としての経営相談業務、各種県受託事業など、本県における総合的な中小企
業等の支援機関として、国及び県の事業と連携して各種事業を実施しており、これらの事
業がより効果的かつ安定的に行えるような組織体制や経営基盤の充実・強化に適切に取
り組んでいる。
　県としても組織の自立性を確保しつつ、当法人と連携して施設の改修など、これらの事業
がより機動的かつ効率的に行えるよう支援している。

①２年度の財務状況は、当期経常増減額が、元年度の-19,189千円から-28,785千円と赤字幅が拡大し、６期連続の赤字
となり、一般正味財産も元年度と比べて33,988千円減少した。これは、近年の低金利により、基本財産運用益が低水準で
推移しているなか、新型コロナウイルス感染症の影響で貸施設利用料収入が減少したことによるものである。
②財務管理や事業運営に係る外部研修に職員を派遣し、継続的にプロパー職員の事業スキル向上に取り組んでいるほ
か、効果的な業務運営を行うための外部の専門人材の登用に取り組んだことは評価できる。また、トップマネジメントとし
て、業務執行理事が部門別に役割分担して内部管理を行っているほか、赤字原因の精査等に取り組んでいるところであ
り、引き続き、経営改善に向けて取り組むこと。
③創業や新事業展開の更なる促進のため、女性創業サロン、チームえびす等の案内チラシの配布や、支援成果事例集
の作成、ホームページによる広報など、積極的に事業や支援成果のＰＲを行っていることは評価できる。引き続き、ホーム
ページやＳＮＳ、マスコミなどの様々な媒体を用いた情報発信により、財団の認知度向上や支援事業の周知に努め、各種
事業への参加者や施設利用者の更なる拡大を図ること。
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